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新旧対照表 

○千葉県労働委員会行政文書管理規則（平成十七年千葉県労働委員会規則第三号） 

改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 

第一条 この規則は、千葉県労働委員会（以下「委員会」という。）が保有す

る行政文書の分類、作成、保存及び廃棄に関する基準その他の行政文書の管

理に関し、法令その他別に定めがあるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

第一条 この規則は、千葉県労働委員会（以下「委員会」という。）が保有す

る行政文書の分類、作成、保存及び廃棄に関する基準その他の行政文書の管

理に関し、法令その他別に定めがあるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

  

（定義） （定義） 

第二条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

第二条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

一 会長 委員会の会長をいう。 一 会長 委員会の会長をいう。 

二 事務局 委員会の事務局をいう。 二 事務局 委員会の事務局をいう。 

三 行政文書 事務局の職員（以下「職員」という。）が職務上作成し、又

は取得した文書、図画及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。以

下同じ。）であって、職員が組織的に用いるものとして、委員会が保有し

ているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

三 行政文書 事務局の職員（以下「職員」という。）が職務上作成し、又

は取得した文書、図画及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。以

下同じ。）であって、職員が組織的に用いるものとして、委員会が保有し

ているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

イ 官報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売す

ることを目的として発行されるもの 

イ 官報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売す

ることを目的として発行されるもの 

ロ 文書又は図画の作成の補助に用いるため一時的に作成した電磁的記録

であって、千葉県情報公開条例第二条第二項第二号の施設及び同項第三

号の電磁的記録を定める規則（平成十三年千葉県規則第十号）第三条に

規定するもの 

ロ 文書又は図画の作成の補助に用いるため一時的に作成した電磁的記録

であって、千葉県情報公開条例第二条第二項第二号の施設及び同項第三

号の電磁的記録を定める規則（平成十三年千葉県規則第十号）第三条に

規定するもの 

四 総合文書管理システム 情報システム（ハードウエア、ソフトウエア、

ネットワーク及び記録媒体で構成されるものであって、これら全体で業務

処理を行うものをいう。）を利用して文書、図画及び電磁的記録の収受、

起案、決裁、行政文書の保存及び廃棄等の事務の処理並びに行政文書に係

る情報の総合的な管理を行う仕組みであって、審査調整課長（以下「課

長」という。）が管理するものをいう。 

四 総合文書管理システム 情報システム（ハードウエア、ソフトウエア、

ネットワーク及び記録媒体で構成されるものであって、これら全体で業務

処理を行うものをいう。）を利用して文書、図画及び電磁的記録の収受、

起案、決裁、行政文書の保存及び廃棄等の事務の処理並びに行政文書に係

る情報の総合的な管理を行う仕組みであって、審査調整課長（以下「課

長」という。）が管理するものをいう。 

  

（事務処理の原則） （事務処理の原則） 

第三条 事務の処理は、行政文書によることを原則とする。 第三条 事務の処理は、行政文書によることを原則とする。 
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２ 行政文書は丁寧に取り扱い、処理過程を明らかにし、事務が適正かつ迅速

に行われるよう処理しなければならない。 

２ 行政文書は丁寧に取り扱い、処理過程を明らかにし、事務が適正かつ迅速

に行われるよう処理しなければならない。 

  

（行政文書の取扱い） （行政文書の取扱い） 

第四条 職員は、常に、担当事務に係る行政文書を整理して保管し、その所在

を明らかにしておかなければならない。 

第四条 職員は、常に、担当事務に係る行政文書を整理して保管し、その所在

を明らかにしておかなければならない。 

  

（文書管理責任者） （文書管理責任者） 

第五条 行政文書の管理を適正かつ円滑に行うため、事務局に文書管理責任者

を置く。 

第五条 行政文書の管理を適正かつ円滑に行うため、事務局に文書管理責任者

を置く。 

２ 文書管理責任者は、課長の職にある者をもって充てる。 ２ 文書管理責任者は、課長の職にある者をもって充てる。 

３ 文書管理責任者は、事務局の行政文書の管理に関する事務を統括する。 ３ 文書管理責任者は、事務局の行政文書の管理に関する事務を統括する。 

  

（文書主任等） （文書主任等） 

第六条 事務局に文書主任及び文書担当者を置く。 第六条 事務局に文書主任及び文書担当者を置く。 

２ 文書主任は、副課長の職にある者をもって充てる。 ２ 文書主任は、副課長の職にある者をもって充てる。 

３ 文書主任は、文書管理責任者の命を受けて事務局における行政文書の管理

に関する事務を処理する。 

３ 文書主任は、文書管理責任者の命を受けて事務局における行政文書の管理

に関する事務を処理する。 

４ 文書担当者は、文書管理責任者が指名する。 ４ 文書担当者は、文書管理責任者が指名する。 

５ 文書担当者は、文書主任の指示を受けて、その事務を補助する。 ５ 文書担当者は、文書主任の指示を受けて、その事務を補助する。 

  

（文書、図画及び電磁的記録の取得） （文書、図画及び電磁的記録の取得） 

第七条 文書、図画及び電磁的記録が事務局に到達した場合には、速やかに取

得の手続をとらなければならない。 

第七条 文書、図画及び電磁的記録が事務局に到達した場合には、速やかに取

得の手続をとらなければならない。 

  

（行政文書の分類） （行政文書の分類） 

第八条 文書管理責任者は、行政文書を系統的に分類しなければならない。 第八条 文書管理責任者は、行政文書を系統的に分類しなければならない。 

２ 分類は、第一分類、第二分類及び第三分類の三段階とし、その基準は別に

定めるとおりとする。 

２ 分類は、第一分類、第二分類及び第三分類の三段階とし、その基準は別に

定めるとおりとする。 

３ 文書主任は、前各項の規定により分類した結果（以下「行政文書分類」と

いう。）を総合文書管理システムに登録するものとする。 

３ 文書主任は、前各項の規定により分類した結果（以下「行政文書分類」と

いう。）を総合文書管理システムに登録するものとする。 

４ 前項の規定により登録された行政文書分類は、事務局において、出力装置

の映像面に表示して一般の閲覧に供するものとする。 

４ 前項の規定により登録された行政文書分類は、事務局において、出力装置

の映像面に表示して一般の閲覧に供するものとする。 
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（行政文書の保存期間） （行政文書の保存期間） 

第九条 行政文書の保存期間は、別表に定める基準に従い、三十年、十年、五

年、三年、二年及び一年の種別によるものとし、保存期間の起算日は、別に

定めるもののほか、当該行政文書による事務の処理が終わった日の属する年

度の翌年度の四月一日とする。 

第九条 行政文書の保存期間は、別表に定める基準に従い、三十年、十年、五

年、三年、二年及び一年の種別によるものとし、保存期間の起算日は、別に

定めるもののほか、当該行政文書による事務の処理が終わった日の属する年

度の翌年度の四月一日とする。 

２ 収入又は支出の証拠書類であって、その収入又は支出の原因となった契約

その他の行為に係る債権の時効期間が別表に定める保存期間の年数を超える

ものの保存期間は、前項の規定にかかわらず、時効期間とする。 

２ 収入又は支出の証拠書類であって、その収入又は支出の原因となった契約

その他の行為に係る債権の時効期間が別表に定める保存期間の年数を超える

ものの保存期間は、前項の規定にかかわらず、時効期間とする。 

３ 前項に規定するもののほか、文書管理責任者は、第一項の規定により難い

と認めるときは、同項の保存期間と異なる種別を新たに設けることができ

る。 

３ 前項に規定するもののほか、文書管理責任者は、第一項の規定により難い

と認めるときは、同項の保存期間と異なる種別を新たに設けることができ

る。 

  

（行政文書の管理） （行政文書の管理） 

第十条 文書管理責任者は、所掌事務に係る行政文書の管理を的確に行うた

め、行政文書（図画及び電磁的記録（電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものを除く。）である行政文書にあっては、保存期間の種別が十年以上

のものに限る。）について、次の各号に掲げる事項を総合文書管理システム

に登録しなければならない。 

第十条 文書管理責任者は、所掌事務に係る行政文書の管理を的確に行うた

め、行政文書（図画及び電磁的記録（電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものを除く。）である行政文書にあっては、保存期間の種別が十年以上

のものに限る。）について、次の各号に掲げる事項を総合文書管理システム

に登録しなければならない。 

一 行政文書の件名 一 行政文書の件名 

二 事務処理の年月日 二 事務処理の年月日 

三 保存期間の種別及び文書分類番号（当該文書番号が属する行政文書分類

を識別するために付された番号をいう。） 

三 保存期間の種別及び文書分類番号（当該文書番号が属する行政文書分類

を識別するために付された番号をいう。） 

四 前各号に掲げるもののほか、課長が別に定める事項 四 前各号に掲げるもののほか、課長が別に定める事項 

２ 文書管理責任者は、前項の規定により登録された前項第一号及び第三号に

掲げる事項、事務処理の終了年月日その他課長が別に定める事項を出力装置

の映像面に表示して、事務局において、一般の閲覧に供するものとする。 

２ 文書管理責任者は、前項の規定により登録された前項第一号及び第三号に

掲げる事項、事務処理の終了年月日その他課長が別に定める事項を出力装置

の映像面に表示して、事務局において、一般の閲覧に供するものとする。 

  

（行政文書の整理及び簿冊等の保存期間等） （行政文書の整理及び簿冊等の保存期間等） 

第十一条 文書管理責任者は、相互に密接な関連を有する行政文書（保存期間

を同じくすることが適当であるものに限る。）を一の集合物（以下「簿冊

等」という。）に整理しなければならない。 

第十一条 文書管理責任者は、相互に密接な関連を有する行政文書（保存期間

を同じくすることが適当であるものに限る。）を一の集合物（以下「簿冊

等」という。）に整理しなければならない。 

２ 簿冊等の保存期間及びその起算日は、当該簿冊等に整理された行政文書の

保存期間及びその起算日とする。 

２ 簿冊等の保存期間及びその起算日は、当該簿冊等に整理された行政文書の

保存期間及びその起算日とする。 
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（簿冊等の保存及び保存期間の延長） （簿冊等の保存及び保存期間の延長） 

第十二条 行政文書は、それ以外の物と明確に区別して、専用の場所において

適切に保存するものとする。この場合において、文書管理責任者は、保存の

必要に応じ、当該行政文書に代えて、内容を同じくする同一又は他の行政文

書の種別（文書、図画又は電磁的記録の別をいう。）の行政文書を作成する

ものとする。 

第十二条 行政文書は、それ以外の物と明確に区別して、専用の場所において

適切に保存するものとする。この場合において、文書管理責任者は、保存の

必要に応じ、当該行政文書に代えて、内容を同じくする同一又は他の行政文

書の種別（文書、図画又は電磁的記録の別をいう。）の行政文書を作成する

ものとする。 

２ 常時使用する必要がある簿冊等及び保存期間の種別が一年の簿冊等は、文

書管理責任者が保存するものとする。 

２ 常時使用する必要がある簿冊等及び保存期間の種別が一年の簿冊等は、文

書管理責任者が保存するものとする。 

３ 保存期間の種別が二年以上の簿冊等（常時使用する必要がある簿冊等を除

く。）は、文書管理責任者が指示した方法により保存するものとする。 

３ 保存期間の種別が二年以上の簿冊等（常時使用する必要がある簿冊等を除

く。）は、文書管理責任者が指示した方法により保存するものとする。 

４ 文書管理責任者は、次の各号に掲げる行政文書を含む簿冊等については、

保存期間が満了したときであっても、当該各号に掲げる期間が経過するまで

の間、当該簿冊等の保存期間を延長しなければならない。 

４ 文書管理責任者は、次の各号に掲げる行政文書を含む簿冊等については、

保存期間が満了したときであっても、当該各号に掲げる期間が経過するまで

の間、当該簿冊等の保存期間を延長しなければならない。 

一 千葉県情報公開条例（平成十二年千葉県条例第六十五号）に基づく開示

請求があったもの 同条例第十三条第一項に規定する開示決定等の決定の

日が属する年度の翌年度の四月一日から起算して一年間 

一 千葉県情報公開条例（平成十二年千葉県条例第六十五号）に基づく開示

請求があったもの 同条例第十三条第一項に規定する開示決定等の決定の

日が属する年度の翌年度の四月一日から起算して一年間 

二 千葉県個人情報保護条例（平成五年千葉県条例第一号）に基づく開示請

求、訂正請求又は利用停止等請求があったもの 同条例第二十二条第一

項、第三十四条第一項又は第四十三条第一項に規定する決定の日が属する

年度の翌年度の四月一日から起算して一年間 

二 千葉県個人情報保護条例（平成五年千葉県条例第一号）に基づく開示請

求、訂正請求又は利用停止等請求があったもの 同条例第二十二条第一

項、第三十四条第一項又は第四十三条第一項に規定する決定の日が属する

年度の翌年度の四月一日から起算して一年間 

５ 文書管理責任者は、保存期間の満了した簿冊等について、職務の遂行上必

要があると認めるときは、第九条第一項の種別による期間を定め、当該保存

期間を延長することができる。 

５ 文書管理責任者は、保存期間の満了した簿冊等について、職務の遂行上必

要があると認めるときは、第九条第一項の種別による期間を定め、当該保存

期間を延長することができる。 

６ 文書管理責任者は、前二項の規定による簿冊等の保存期間の延長を行うと

きは、総合文書管理システムに登録しなければならない。 

６ 文書管理責任者は、前二項の規定による簿冊等の保存期間の延長を行うと

きは、総合文書管理システムに登録しなければならない。 

７ 第四項又は第五項の規定による簿冊等の保存期間の延長が行われた場合に

おける当該簿冊等に整理された行政文書の保存期間は、当該延長が行われた

後の簿冊等の保存期間とする。 

７ 第四項又は第五項の規定による簿冊等の保存期間の延長が行われた場合に

おける当該簿冊等に整理された行政文書の保存期間は、当該延長が行われた

後の簿冊等の保存期間とする。 

  

（簿冊等に係る措置） （簿冊等に係る措置） 

第十三条 文書管理責任者は、簿冊等について、保存期間（延長された場合に

あっては、延長後の保存期間。以下同じ。）の満了前のできる限り早い時期

に、保存期間が満了したときの措置として、千葉県文書館（以下「文書館」

という。）の長（以下「文書館長」という。）が別に定める基準を踏まえ、

第十三条 文書管理責任者は、簿冊等について、保存期間（延長された場合に

あっては、延長後の保存期間。以下同じ。）の満了前のできる限り早い時期

に、保存期間が満了したときの措置として、千葉県文書館（以下「文書館」

という。）の長（以下「文書館長」という。）が別に定める基準を踏まえ、
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歴史的な資料として重要なものに該当するものにあっては文書館への移管の

措置を、それ以外のものにあっては廃棄の措置をとるべきことを定めなけれ

ばならない。 

歴史的な資料として重要なものに該当するものにあっては文書館への移管の

措置を、それ以外のものにあっては廃棄の措置をとるべきことを定めなけれ

ばならない。 

２ 文書管理責任者は、保存期間が満了した簿冊等について、前項の規定によ

る定めに基づき、文書館に移管し、又は廃棄しなければならない。 

２ 文書管理責任者は、保存期間が満了した簿冊等について、前項の規定によ

る定めに基づき、文書館に移管し、又は廃棄しなければならない。 

３ 文書管理責任者は、前項の規定により、簿冊等を移管し、又は廃棄しよう

とするときは、あらかじめ、文書館長に協議し、その同意を得なければなら

ない。 

３ 文書管理責任者は、前項の規定により、簿冊等を移管し、又は廃棄しよう

とするときは、あらかじめ、文書館長に協議し、その同意を得なければなら

ない。 

４ 文書管理責任者は、第二項の規定により文書館に移管する簿冊等につい

て、文書館において利用の制限を行うことが適切であると認める場合には、

その旨の意見を付さなければならない。 

４ 文書管理責任者は、第二項の規定により文書館に移管する簿冊等につい

て、文書館において利用の制限を行うことが適切であると認める場合には、

その旨の意見を付さなければならない。 

５ 簿冊等を廃棄する場合においては、秘密を要するものについては焼却、裁

断、消去又は溶解をするものとし、印影、紋章等他に流用されるおそれのあ

るものについてはこれを塗抹又は裁断により他に流用できないようにしなけ

ればならない。 

５ 簿冊等を廃棄する場合においては、秘密を要するものについては焼却、裁

断、消去又は溶解をするものとし、印影、紋章等他に流用されるおそれのあ

るものについてはこれを塗抹又は裁断により他に流用できないようにしなけ

ればならない。 

６ 文書管理責任者は、特別の理由により、簿冊等又はこれに整理された行政

文書の一部を保存期間が満了する前に廃棄しようとするときは、あらかじ

め、文書館長に協議し、その同意を得なければならない。 

６ 文書管理責任者は、特別の理由により、簿冊等又はこれに整理された行政

文書の一部を保存期間が満了する前に廃棄しようとするときは、あらかじ

め、文書館長に協議し、その同意を得なければならない。 

７ 内容が軽微で保存する必要のない行政文書は、当該行政文書による事務の

処理が終わった後廃棄するものとする。 

７ 内容が軽微で保存する必要のない行政文書は、当該行政文書による事務の

処理が終わった後廃棄するものとする。 

８ 第五項の規定は、前項の規定による廃棄をする場合について準用する。 ８ 第五項の規定は、前項の規定による廃棄をする場合について準用する。 

  

（委任） （委任） 

第十四条 この規則の施行に関し必要な事項は、別に定める。 第十四条 この規則の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

  

別表（第九条第一項） 別表（第九条第一項） 

 項目 三十年 十年 五年 三年 二年 一年   項目 三十年 十年 五年 三年 二年 一年  

 規則の

制定、

改廃等

に関す

る事項 

規則の制

定及び改

廃並びに

その経緯

に関する

もの 

            規則の

制定、

改廃等

に関す

る事項 

規則の制

定及び改

廃並びに

その経緯

に関する

もの 

           

   規則の解 規則の解             規則の解 規則の解          



6/12  

釈及び運

用の基準

の制定及

び改廃並

びにその

経緯に関

するもの 

釈及び運

用の基準

に関する

もの 

釈及び運

用の基準

の制定及

び改廃並

びにその

経緯に関

するもの 

釈及び運

用の基準

に関する

もの 

 公示、

訓令及

び通達

の制

定、改

廃等に

関する

事項 

告示及び

訓令の制

定及び改

廃並びに

その重要

な経緯に

関するも

の 

告示及び

訓令に関

するもの 

          公示、

訓令及

び通達

の制

定、改

廃等に

関する

事項 

告示及び

訓令の制

定及び改

廃並びに

その重要

な経緯に

関するも

の 

告示及び

訓令に関

するもの 

         

     告示以外

の公示及

び通達の

制定及び

改廃並び

にその重

要な経緯

に関する

もの 

告示以外

の公示及

び通達に

関するも

の 

            告示以外

の公示及

び通達の

制定及び

改廃並び

にその重

要な経緯

に関する

もの 

告示以外

の公示及

び通達に

関するも

の 

       

 県議会

への提

出議案

等に関

する事

項 

県議会へ

の重要な

提出議案

の立案の

検討及び

決定、議

会審議等

に関する

もの 

  県議会へ

の提出議

案等に関

するもの 

    県議会へ

の提出議

案等に関

するもの

で軽易な

もの 

  県議会

への提

出議案

等に関

する事

項 

県議会へ

の重要な

提出議案

の立案の

検討及び

決定、議

会審議等

に関する

もの 

  県議会へ

の提出議

案等に関

するもの 

    県議会へ

の提出議

案等に関

するもの

で軽易な

もの 

 

 総会及 総会及び       総会及び     総会及 総会及び       総会及び    
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び公益

委員会

議に関

する事

項 

公益委員

会議の議

事録 

公益委員

会議の経

過概要及

び報告に

関するも

の 

び公益

委員会

議に関

する事

項 

公益委員

会議の議

事録 

公益委員

会議の経

過概要及

び報告に

関するも

の 

 財務に

関する

事項 

      歳入歳出

予算に関

するもの 

  歳入歳出

予算に関

するもの

で軽易な

もの 

  財務に

関する

事項 

      歳入歳出

予算に関

するもの 

  歳入歳出

予算に関

するもの

で軽易な

もの 

 

         歳入歳出

決算に関

するもの 

  歳入歳出

決算に関

するもの

で軽易な

もの 

          歳入歳出

決算に関

するもの 

  歳入歳出

決算に関

するもの

で軽易な

もの 

 

       収入及び

支出の証

拠書類そ

の他の財

務会計に

関するも

の 

    財務会計

に関する

もので軽

易なもの 

        収入及び

支出の証

拠書類そ

の他の財

務会計に

関するも

の 

    財務会計

に関する

もので軽

易なもの 

 

 組織及

び定員

に関す

る事項 

      組織及び

定員に関

するもの 

  組織及び

定員に関

するもの

で軽易な

もの 

  組織及

び定員

に関す

る事項 

      組織及び

定員に関

するもの 

  組織及び

定員に関

するもの

で軽易な

もの 

 

 個人、

法人等

の権利

義務の

得喪に

関する

  調整事件

及び個別

労働関係

紛争のあ

っせんに

関するも

調整事件

の開始及

び終結の

報告並び

に管轄指

定に関す

  調整事件

及び個別

労働関係

紛争のあ

っせんの

取扱状況

調整事件

及び個別

労働関係

紛争のあ

っせんの

取扱状況

  個人、

法人等

の権利

義務の

得喪に

関する

  調整事件

及び個別

労働関係

紛争のあ

っせんに

関するも

調整事件

の開始及

び終結の

報告並び

に管轄指

定に関す

  調整事件

及び個別

労働関係

紛争のあ

っせんの

取扱状況

調整事件

及び個別

労働関係

紛争のあ

っせんの

取扱状況
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事項 の るもの に関する

もの 

に関する

もので軽

易なもの 

事項 の るもの に関する

もの 

に関する

もので軽

易なもの 

         組合資格

審査に関

するもの 

              組合資格

審査に関

するもの 

     

   不当労働

行為事件

に関する

もの 

    不当労働

行為事件

に関する

もので軽

易なもの 

        不当労働

行為事件

に関する

もの 

    不当労働

行為事件

に関する

もので軽

易なもの 

     

   労働協約

の一般的

拘束力に

関するも

の 

              労働協約

の一般的

拘束力に

関するも

の 

           

     争議行為

の予告通

知義務違

反に対す

る処罰請

求に関す

るもの 

  争議行為

の予告通

知に関す

るもの 

          争議行為

の予告通

知義務違

反に対す

る処罰請

求に関す

るもの 

  争議行為

の予告通

知に関す

るもの 

     

     地方公営

企業等の

労働関係

に関する

法律（昭

和二十七

年法律第

二百八十

九号）第

五条第二

項に規定

              地方公営

企業等の

労働関係

に関する

法律（昭

和二十七

年法律第

二百八十

九号）第

五条第二

項に規定
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する職員

の範囲の

認定及び

告示に関

するもの 

する職員

の範囲の

認定及び

告示に関

するもの 

   法令の解

釈、その

後の政策

立案等に

大きな影

響を与え

る不服申

立てに関

するもの 

不服申立

てに関す

るもの 

  

不服申立

てに関す

るもので

軽易なも

の 

          法令の解

釈、その

後の政策

立案等に

大きな影

響を与え

る不服申

立てに関

するもの 

不服申立

てに関す

るもの 

  

不服申立

てに関す

るもので

軽易なも

の 

       

   法令の解

釈、その

後の政策

立案等に

大きな影

響を与え

る訴訟に

関するも

の 

訴訟に関

するもの 

訴訟に関

するもの

で軽易な

もの 

          法令の解

釈、その

後の政策

立案等に

大きな影

響を与え

る訴訟に

関するも

の 

訴訟に関

するもの 

訴訟に関

するもの

で軽易な

もの 

       

 職員の

人事に

関する

事項 

委員の履

歴書 

    あっせん

員候補者

の委嘱に

関するも

の 

      職員の

人事に

関する

事項 

委員の履

歴書 

    あっせん

員候補者

の委嘱に

関するも

の 

     

         職員の研

修に関す

るもの 

  職員の研

修に関す

るもので

軽易なも

の 

          職員の研

修に関す

るもの 

  職員の研

修に関す

るもので

軽易なも

の 

 

         職員の任   人事一般           職員の任   人事一般  
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免、賞罰

及び履歴

に関する

もの 

に関する

もので軽

易なもの 

免、賞罰

及び履歴

に関する

もの 

に関する

もので軽

易なもの 

       職員の給

与、諸手

当等に関

するもの 

    給与一般

に関する

もので軽

易なもの 

        職員の給

与、諸手

当等に関

するもの 

    給与一般

に関する

もので軽

易なもの 

 

       非常勤職

員及び臨

時職員に

関するも

の 

    非常勤職

員及び臨

時職員に

関するも

ので軽易

なもの 

        非常勤職

員及び臨

時職員の

雇用に関

するもの 

    非常勤職

員及び臨

時職員に

関するも

ので軽易

なもの 

 

         事務分掌

表及び職

員の服務

に関する

もの 

  服務一般

に関する

もので軽

易なもの 

          事務分掌

表及び職

員の服務

に関する

もの 

  服務一般

に関する

もので軽

易なもの 

 

 表彰に

関する

事項 

    叙勲、褒

章等の国

の表彰及

び知事の

表彰等の

内申に関

するもの

で重要な

もの 

叙勲、褒

章等の国

の表彰及

び知事の

表彰等の

内申に関

するもの 

      表彰に

関する

事項 

    叙勲、褒

章等の国

の表彰及

び知事の

表彰等の

内申に関

するもの

で重要な

もの 

叙勲、褒

章等の国

の表彰及

び知事の

表彰等の

内申に関

するもの 

     

 台帳等

に関す

る事項 

台帳、帳

簿、名簿

等で重要

なもの 

台帳、帳

簿、名簿

等 

  台帳、帳

簿、名簿

等で軽易

なもの 

  台帳、帳

簿、名簿

等で特に

軽易なも

の 

  台帳等

に関す

る事項 

台帳、帳

簿、名簿

等で重要

なもの 

台帳、帳

簿、名簿

等 

  台帳、帳

簿、名簿

等で軽易

なもの 

  台帳、帳

簿、名簿

等で特に

軽易なも

の 

 

         復命書   復命書で           復命書   復命書で  
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軽易なも

の 

軽易なも

の 

         諸会議に

関するも

の 

  諸会議に

関するも

ので軽易

なもの 

          諸会議に

関するも

の 

  諸会議に

関するも

ので軽易

なもの 

 

 文書の

管理に

関する

事項 

  文書の移

管及び廃

棄の状況

が記録さ

れたもの 

  文書の収

発の記録

に関する

もの 

  文書の収

発の記録

に関する

もので特

に軽易な

もの 

  文書の

管理に

関する

事項 

  文書の移

管及び廃

棄の状況

が記録さ

れたもの 

  文書の収

発の記録

に関する

もの 

  文書の収

発の記録

に関する

もので特

に軽易な

もの 

 

 通知、

照会、

調査、

研究、

報告、

回答等

に関す

る事項 

    通知、照

会、調

査、研

究、報

告、回答

等に関す

るもの 

通知、照

会、調

査、研

究、報

告、回答

等に関す

るもので

軽易なも

の 

  通知、照

会、調

査、研

究、報

告、回答

等に関す

るもので

特に軽易

なもの 

  通知、

照会、

調査、

研究、

報告、

回答等

に関す

る事項 

    通知、照

会、調

査、研

究、報

告、回答

等に関す

るもの 

通知、照

会、調

査、研

究、報

告、回答

等に関す

るもので

軽易なも

の 

  通知、照

会、調

査、研

究、報

告、回答

等に関す

るもので

特に軽易

なもの 

 

 前各項

に掲げ

る項目

以外の

事項 

前各項に

掲げるも

のに類す

るものそ

の他三十

年間保存

する必要

があると

認められ

るもの 

前各項に

掲げるも

のに類す

るものそ

の他十年

間保存す

る必要が

あると認

められる

もの 

前各項に

掲げるも

のに類す

るものそ

の他五年

間保存す

る必要が

あると認

められる

もの 

前各項に

掲げるも

のに類す

るものそ

の他三年

間保存す

る必要が

あると認

められる

もの 

前各項に

掲げるも

のに類す

るものそ

の他二年

間保存す

る必要が

あると認

められる

もの 

前各項に

掲げるも

のに類す

るものそ

の他一年

間保存す

る必要が

あると認

められる

もの 

  前各項

に掲げ

る項目

以外の

事項 

前各項に

掲げるも

のに類す

るものそ

の他三十

年間保存

する必要

があると

認められ

るもの 

前各項に

掲げるも

のに類す

るものそ

の他十年

間保存す

る必要が

あると認

められる

もの 

前各項に

掲げるも

のに類す

るものそ

の他五年

間保存す

る必要が

あると認

められる

もの 

前各項に

掲げるも

のに類す

るものそ

の他三年

間保存す

る必要が

あると認

められる

もの 

前各項に

掲げるも

のに類す

るものそ

の他二年

間保存す

る必要が

あると認

められる

もの 

前各項に

掲げるも

のに類す

るものそ

の他一年

間保存す

る必要が

あると認

められる

もの 

 

  

 

   附 則 



12/12  

 この規則は、令和二年四月一日から施行する。 


